
 

 

2020 年度全国自立援助ホーム協議会事業報告 
 

1.自立援助ホームの正確な現状把握を行い、あるべき姿について引き続き検討を重ねる 

2.全国組織としての協議会機能の明瞭化と最適化へ向けて動き出す 

3.自立援助ホームに携わる人のための人材育成や精神保健、運営や援助支援スキルに繋がる 

研修会の実施 

4.制度政策について引き続き国や自治体への提言と要望を行なっていく 

 

 2020 年度は、世界中を脅かした新型コロナウイルス感染症拡大の影響を大きく受けた１年だった。

年度が切り替わる微妙な時期、様々な不安を抱えながらであったが、この状況下において今できるこ

と、やるべきことを模索し議論を重ね、各ブロック代表である運営役員は、各委員会の活動に尽力し

た(詳細は各委員会報告を参照)。 

 未来を正確に予測しづらい過渡期の中にいるわたしたちは、新型コロナウイルス感染症拡大によっ

て、大きな不安と困難に直面した。しかし、どんな時代や状況であろうとも、われわれ自立援助ホー

ムに携わるものとしてやるべきことの本質は変わらない。時には前例のないことを決断しなければな

らないこともあるだろう。間違うこともあるかもしれない。そのことをしっかりと認識した上で、変

化に柔軟に対応しながら、一人一人の主体性を重んじ合う、当たり前の生活を一つ一つのホームが送

っていけるためにできる全てのことに力を注いでいかなければならない。 

 
 

２０２０年度 委員会事業報告 

委 員 会 名  事務局 

委 員 長 松本耕造（長谷場新宿寮） 

副 委 員 長 - 

委 員 恒松大輔（あすなろ荘） 

事 業 内 容 １．事務局活動 

・会員ホーム関係 

  相談対応 

入会退会関係（入会申し込み書の送付・電話での対応） 

  各種書類（通知文・ハンドブック・パンフレットなど）の配送 

メールにて各種連絡 

  自然災害などの被害届 

会員のメールアドレスの管理 

発行物の送付 

各種相談対応（団体・個人等） 

・会計関係 

  各種振り込み 

会計ソフトの管理 

決算書・予算書の作成 

  運営役員会の交通費の支払い 

協議会の会費の徴収・祝い金振込 

 三井住友海上保険の支払い 

・運営役員会 

  運営役員会の開催（日程調整・会議室の確保・参加者に通知） 

運営役員会の議事録 

・保険関係 

  三井住友海上保険の受付 

・助成金関係 

  社会人一年生スタート応援事業助成の受付 

Bytedance 助成金の受付対応 

UBS証券マッチング寄贈対応 



 

若草プロジェクト対応 

・その他 

  協議会に対する質問や相談への対応 

マスコミ対応 

２．運営役員会の開催（全てオンラインで開催） 

第１回 ２０２０年 ５月１３日 14:00～16:00 

 ○新型コロナウイルスの対応について 

  ・全ホーム調査について/第二次緊急要望書提出について 

 ○研修について 

 ・ホーム長研修について/全国大会の開催について 

○朝日新聞厚生文化事業団まなび応援金審査委員について 

○日本 NPO センターの助成金について 

○各委員会より報告 

第２回       ６月２５日 14:00～16:00 

 ○TikTok 助成について 

 ○UBSマッチング寄贈について 

 ○zoom の有料 

 ○各委員会より報告 

第３回       ７月３１日 14:00～16:00 

 ○TikTok 助成について 

 ○UBS証券マッチング寄贈について 

 ○各委員会より報告 

第４回       ９月 ３日 14:00～16:00 

 ○TikTok 助成について 

  ・第一次助成の結果について/第二次助成金案について 

 ○UBS証券マッチング寄贈について 

 ○実態調査について 

 ○2020 年度児童養護施設等サポート事業の助成決定について 

 ○各委員会より報告 

第５回      １０月 ６日 14:00～16:00 

 ○TikTok 助成について 

 ○実態調査 

 ○GAO 寄贈について 

 ○各委員会より報告 

第６回   １１月１１日 14:00～16:00 

 ○TikTok 助成について 

 ○実態調査について 

 ○公明党ヒアリングについての報告 

 ○役員の改選について 

 ○ホームページについて 

 ○各委員会より報告 

第 7 回      １２月 ９日 15:30~18:00 

 ○役員体制について 

 ○実態調査について 

 ○運営役員の選出について 

 ○家庭福祉課との意見交換会について 

 ○第三者評価について 

 ○各委員会事業計画並びに事業報告について 

  各ブロック事業報告並びに会計報告について 

第 8 回       １月１６日 12:00～14:00 

 ○規約並びに役員選出に関する内規の改正について 

 ○実態調査について 

 ○ホーム長研修並びに総会にについて 



 

 ○各委員会より報告 

第 9 回       ２月１７日 15:30～18:00 

 ○実態調査について 

 ○ホーム長研修について 

 ○総会について 

 ○青少年自立援助基金（案）について 

 ○各委員会より報告 

第１０回      ３月 ８日  

 ○2021 年度総会について 

 ○実態調査について 

 ○ホーム長研修について 

 ○各委員会より報告 

 

３. 事業報告 

○総会について 

コロナウイルス感染対策のため、書面議決とする 

 

４．入退会関係 

  入会ホーム ２５ホーム（正会員２０、準会員→正会員３） 

  退会ホーム  ７ホーム（正会員７） 

 

５．発行物関係 

  ハンドブック 89 冊、パンフレット 11 束、ガイドブック 17 冊 

  ピンバッジ 18 個 

 

 
委 員 会 名 制度政策委員会 

委 員 長  前川礼彦（湘南つばさの家） 

副 委 員 長  川口充紀（わだちの家） 

委 員 小倉淳（みんなのいえ）、渡辺剛史（トリノス）、関茂樹（NEXT） 

事 業 内 容  ＜活動要旨＞ 

今年度は厚生労働省家庭福祉課との連携強化を図る事が出来た。コロナ禍ではあった

が主要役員と直接会合を開く場や Zoom での定期開催、自立援助ホーム視察、その他

密な連絡を通し、要望書に挙げた事項へ対する連絡を通し、制度改善の実現を果たす

ことが出来た。他団体との懇談やあり方検討委員会、制度政策委員会活動にはコロナ

禍の制約がかかり積極的には出来なかったが、直接集まることが出来なくても、今後

は Zoom の活用を通して広げていきたい。 

 

① 厚生労働省への陳情、意見交換会 

・4 月 23 日 新型コロナウィルス対策における「緊急要望書」提出（メール送付） 

・6 月 26 日 国家予算要望書陳情 （事務局長、委員長、事務局 計 3 名） 

       国家予算要望書の内容を説明し、課長補佐以下職員との意見交換を行 

       う。 

       ※4 月中の陳情予定であったが緊急事態宣言もあり、この時期となる。 

（昨年度末には家庭福祉課と事前打ち合わせを行った。） 

・9 月 30 日 家庭福祉課新課長への挨拶と意見交換 

（副会長、事務局長、委員長等 4 名） 

国家予算要望書の内容を踏まえた現状の報告と今後の意見交換。 

・12 月 23 日 第一回 家庭福祉課と全国自立援助ホーム協議会との意見交換会 

（Zoom） 

       （家庭福祉課 7 名、協議会 5 名）令和 3 年度予算、管理宿直者配置、

自立支援担当職員の特例、ステップハウス補助、心理担当職員の巡

回支援等について報告あり。 



 

・2 月 17 日  第二回 家庭福祉課と全国自立援助ホーム協議会の意見交換会（Zoom）  

来年度予算、実態調査中間報告、運営指針改訂、今後について。 

一般生活費が 18 歳未満学籍者対象となる。 

 

② 政党へのソーシャルアクション 

・6 月 26 日 公明党山本かなえ事務所訪問。（事務局長、委員長、事務局） 

       国家予算要望書提出。ホームの現状報告。 

・11 月 6 日 衆議院第一議員会館、公明党団体ヒアリング対応。 

（協議会 3 役、委員長） 

自立援助ホームの現状と今後を伝え、自治体間格差是正、市町村から 

の入居への仕組みについて課題を説明。政党からは支持的な意見を頂 

く。 

 

③ 制度政策学習会開催 

 ・1 月 16 日 「労働問題とケアの関連を考える」（Zoom 学習会） 

        発題者：NPO 法人 POSSE 事務局長 渡辺寛人氏                         

        参加者：役員、事務局、委員等 13 名 

        内容：労働問題の背景、管理者と労働者の立ち位置、組織の在り方

等について学ぶ。 

④ あり方検討委員会 

  委員会はコロナ禍で中断。運営指針改訂は厚労省と改めて確認。3 月 8 日開催。 

 

⑤ 他団体ソーシャルアクション、その他委員会活動 

他団体へのソーシャルアクションはコロナ禍で行えず。 

 ・8 月 18 日 制度政策委員会（Zoom） 

        事業計画に基づき、職員配置基準、学習会、奨学金、届出制につい

て調査。         

・10 月 23 日 制度政策委員会（Zoom） 

       届出制に関する行政ヒアリング、奨学金リスト検討、実態調査にお

いて労働関係法令の反映を提議。 

 ・2 月 25 日  制度政策委員会（Zoom） 

        事業報告および来年度事業計画を審議 

調査研究委員会との合同委員会を実施 

        令和 4 年度国家予算要望書作成等に向けて協議 

 

以上 

 

 
委 員 会 名  調査研究委員会 

委 員 長  屋代通子（シーズ南平岸） 

副 委 員 長  内藤直人（鳥取フレンド） 

委 員 橋本由佳（坂梨ホーム） 合木啓雄（丸亀おひさま荘） 柴田亮（結ホーム） 

事 業 内 容  活動要旨 

2020 年度は、前年度から続く社会的養護のあり方研究会との合同調査に取り組む

こと、また、調査研究委員会の活動が、結果として制度政策の要望や研修の基礎

となる資料の整備に繋がるようなあり方の模索を継続し、他の委員会と合同委員

会を行うことを活動の要旨としていた。しかし、年度の変わり目から始まったコ

ロナ禍により、活動はオンラインでの会合やメールにやり取りに制限された。 

 

委員会活動 

１） コロナ影響調査：COVID19 の感染拡大が各ホーム及び入居者、退居者

に及ぼしている影響を把握し、迅速な支援につなげるためのコロナ影響調査

を行い、その結果をもとに協議会として厚生労働省に要求をあげた。（４月～



 

５月） 

２） 退居者実態調査：社会的養護のあり方研究会との合同調査報告書の作成

にあたり、内容の理解を深めるためのコラムを執筆した。（～１１月） 

３） ホーム実態調査：UBS証券の助成により、5 年ごとに行っているホー

ム実態調査に取り組むことができた。調査費用のスリム化のため、調査をウ

ェブ上で行う方法を、学識研究者と共に検討。 

3)－1：内容検討のためのオンライン委員会（9 月）、その後はメールのやり

取りで内容の検討を深めた。（~11 月） 

3)－2：実施方法検討のためのオンライン会議（11 月） 

3)－3：実態調査中間報告作成のためのオンライン会議（12 月） 

3)－4：クエスタント形式によるホーム実態調査を実施（12 月） 

   回収率は１月末時点で、６５パーセントから８１パーセント 

４） 厚労省との懇談で、実態調査の速報を報告（2 月） 

５） 制度政策委員会とのオンライン合同委員会（2 月） 

 

 
委 員 会 名 研修委員会 

委 員 長 大野朋美（つばさ） 

副 委 員 長 矢吹富子（南風） 

委 員 平井千晶（慈泉寮）、羽田浩之（ベアーズホーム）、 

本間稚啓（人力舎君津） 

事 業 内 容 活動の要旨 

 制度の変革と共にそれぞれの自立援助ホームが課題の明確化、取り組みの具現化

を進めるべき年であったが、新型コロナ感染症による未曾有の事態から「新しい生

活様式」が求められるようになり、今年度予定されていた研修はすべて中止となっ

た。研修委員会として従前の在り方から新たな研修体系へ、と検討を求められる 1

年であった。 

 

事業の内容 

研修委員会 WEB 会議(ZOOM) 

 ‣8 月 24 日 

  今年度の研修について⇒中止決定 

 ‣1 月 8 日 

  来年度研修の実施について 

   ホーム長研修実施に向けて対策検討 

 ‣2 月 5 日 

  来年度ホーム長研修について具体的内容の検討 

‣3 月 23 日 

  来年度ホーム長研修について具体的内容の検討 

 

 
委 員 会 名  広報委員会 

委 員 長  大橋達也（吾が家） 

副 委 員 長  江尻飛鳥（あい） 

委 員 松木良介（憩いの家）、野原知子（マルコの家） 

事 業 内 容 １．活動要旨 

ホームページや SNSを活用し、会員への迅速な情報提供を行った。特に今年

度は新型コロナウイルス感染症が広がり、各方面からの有益な支援情報の収

集にも努めた。また、自立援助ホームの認知拡大・働き手不足解消・寄付者

獲得を目的とした新たな広報活動を開始した。 

２．協議会ＬＩＮＥ・協議会Ｔｗｉｔｔｅｒの開設 

協議会公式ＳＮＳを開設し、情報提供手段を追加した。より迅速により手軽



 

に情報が届けられるようになった。 

LINE 友だち数 163 人、Twitter フォロワー数 126 人（3/4 現在） 

３．協議会たより 

9 月と 3 月の 2 回発行した。全国大会をはじめ各会が中止となり 

情報交換の機会が減っている事を踏まえ、会員ホームの紹介内容を充実させ

た。 

４．広報活動 

自立援助ホームの認知拡大・働き手不足解消・寄付者獲得を意識した活動を

行った。協議会ホームページの全面リニューアル、協議会ロゴマーク制作、

外部協力者と共同でのＰＶ（プロモーションビデオ）制作、を同時進行で進

めている。今年度はＰＲの方向性の決定・関係者への取材・素材収集・制作

依頼まで進め、来年度に制作開始・完成の予定である。 

５．会議実績 

広報委員会定例会議 

第 1 回 2020 年 4 月 22 日 WEB 会議 

第 2 回 2020 年 5 月 22 日 WEB 会議 

第 3 回 2020 年 7 月 13 日 WEB 会議 

第 4 回 2020 年 8 月 26 日 WEB 会議 

第 5 回 2020 年 9 月 29 日 WEB 会議 

第 6 回 2020 年 10 月 27 日 WEB 会議 

第 7 回 2020 年 11 月 27 日 WEB 会議 

第 8 回 2020 年 12 月 18 日 WEB 会議 

第 9 回 2021 年 1 月 25 日 WEB 会議 

第 10 回 2021 年 2 月 11 日 WEB 会議 

第 11 回 2021 年 3 月 5 日 WEB 会議 

６．自立援助ホーム PV 制作会議 

第 1 回 2020 年 9 月 23 日 ウエスタ川越 

第 2 回 2021 年 1 月 22 日 WEB 会議 

第 3 回 2021 年 2 月 11 日 WEB 会議 

第４回 2021 年 3 月 5 日 WEB 会議 

 

 


